

























































































































































































































































































55 22．2 23．6神戸市 60 21．1 25．8
平2 19．9 28．2
真　野 昭50 42．7 13．5
地　区 平2 40．9 15．1
昭50 26．1 23．9
東京都 55 23．4 26．2
（区部） 60 21．5 28．8
平2 19．7 31．4
京　島 昭50 40．9 14．1






昭45 197 5，587 87 79 31 昭45 134
50 314 4，508 212 80 22 51 158
56 203 3，872 107 77 19 56 140
60 387 4，264 301 64 22 60 130
63 396 3，901 310 69 17 63 116
































年 工場数 従業員数 年 商店数
昭47 484 1，739 一 『
50 422 1，483 一 一
53 385 1，486昭54 287
56 370 1，288 57 295
61 302 1，006 60 257




真　野 地　区 京　島 地　区
年
世　帯 人　口 65歳以上比率世　帯 人　口 65歳以上比率
昭35 3，22713，377 一 ｝
40 3，09911，752 3，64615，274 11．0※
45 2，94710，479 1L5※3，60613，508 8．6
50 2，6218，542 15．1※ 3，43811，574 13．0
55 2，4157，164 13．1 3，22810，127 13．5
60 2，2206，172 15．3 3，0428，950 14．8





































Q oじ 0　　　1 ・；し1ず。。一ラ擁捨1◆》i。
學．ρ．．
．義
’》：！：7
　・
?? q。i。1◆ド｝
一〇 嚇…◆…濡二灘o●　　●　♂・
，　：。 o
●
??? ・鳥．　鱒醐’爾　鱒’一騨’6罰、鳴
1・マン　ショ　ン　　：　o
?? ◆i平i◆
鴨　一　僧　贈　胸。口・1。1・
．　＿り　一‘
f・一一〇〇りμ9岬肖r曜，；．ア～．シ．ヨ．≧』：
笥　　　，
　0
闘　　‘　　覧て司鞠も
⑤ ．」
??
???
『　　●
勝．
　き3
??
1．一〇　　　　　　　　　　　　　　　　一9－　D－　o一，一●く篤曼宵・㌦愛■9 疏● 1
◎
一
囮鉄工
皿機械
匡≡ヨ金属鋳造
皿建築
圃ゴム
Z四飲食，喫茶
■■商店
⑦駐車場
一??? ??関??権??? ??住????
（「街区計画案」（平成1年）及び「長田区詳細図」より）
図1　真野地区の一街区，住宅の権利関係
1）真野およびその周辺の大規模工場の従業員数は，昭和44年から55年までの10年間に平
　均して42．4％も減少している。詳しい推移については，今野1991：114－115頁。
2）町工場と商店との地域の中でのネットワークについては，同上論文：116頁。
3）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：6，17頁。
4）真野地区の場合は，生活保護世帯率が全市平均よりも4．9％（平成2年）も高くなっ
　ており，身障者を抱えた世帯も多い（今野1991：118頁）。
5）神戸市民間再開発課「真野地区のまちづくり」平成1年：3頁。
6）「京島地区まちづくりニュース」No1（昭和55年8月）。
7）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：23頁。
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5．「まちづくり』の課題
　地場産業の衰退，人口の減少・高齢化，建物の老朽化の有機連関的進行は，
脱工業化時代に入ってからの世界の大都市に共通するインナーシティ問題で
ある’）。東京では昭和50年から55年にかけてのごく短い期問に人口の衰退期
を経験するが，脱工業化にともない産業構造が転換し，世界都市化したこと
で，その後再び人口が一極集中に転じたこともあって，日本ではインナーシ
ティ問題がないという議論もみられる2）。しかし，大都市市街地のモザイク
を局地的にみれば，インナーシティ問題はまさに進行している。
　真野，京島ともに地場産業が衰退しつづけているのは，脱工業化にともな
う急激な産業構造の転換に，地区産業の転換が追いつけなかったことによっ
ている。この意昧では両地区は，高度成長期に公害という資本主義発展の矛
盾を負わされたのと同じように，現在再び産業発展の鍍寄せをもろに喰らい，
矛盾の鍍寄せが蓄積するという，都市構造のもっとも弱い部分の一角に位置
しているといえる。この地場産業の衰退は，これまでそこに住んでいた住民
の人口減少をまねく一方，地域の中には，ホワイトカラー層を中心とした新
しい流入住民を増大させることができない構造があった。それは，新しい住
民を流入させる余地がないほどの密集過密状況と，とり残された木造不良住
宅（棟割長屋）に象徴される住環境水準の低さである。
　地場産業の衰退による地区の人口減少・高齢化，生活能力の低下，これが
住宅の改善をますます困難なものにしてゆくという環境の中で，両地区では，
なによりも人口の呼び戻しを最大の課題に置く地域の再賦活化の必要性が生
まれている。「まちづくり」がこれである。真野，京島とも，昭和55年頃か
ら「まちづくり」がはじまり，住民の代表，有志によって地区再生のための
青写真（まちづくり計画）が検討され，これが住民と行政に提案されて行政
がこれを事業計画化する活動が進展している。いずれも，①人口の定着，②
住商工が一体化した職住近接，③良好で潤いのある住環境を，まちづくりの
目標にする点で共通している。竹中英紀は京島の調査を踏まえて，大都市下
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町の中にある独立自営化への住民のエートスが，高度成長期までは町会体質
の地域社会秩序によって保障されていたが，産業構造の転換でこの秩序形成
力が崩れ，そこに「まちづくり」という行政の介入の余地が生まれたという
興味深い指摘をしている3）。産業構造の転換時にはつとに旧町会体質の秩序
が崩れ去ってしまっていた真野地区でも，やはり「まちづくり」が必要だっ
た。真野では住民全体の中からこの動きが内発的に生じ，京島では最初行政
のしかけでこれがはじまったとはいえ4），両地区の「まちづくり」は，すで
にみてきたように地区の中にその必然性があった。インナーシティ状況は，
「まちづくり」を必要とする環境を共通に生み出していたのである。
　本小論では，先進的といわれている真野と京島という限られた地区での
「まちづくり」が生じた背景を，主に産業構造の変化の面から検討するにと
どまった。真野も京島も，住商工混住地区のインナーシティエリアである。
両地区の大都市インナーエリアとしての現象は，驚くほど類似している。客
観的状況は，同じ構造の中にあることは明らかである。地区計画を援用する
ような形での修復型「まちづくり」が，昭和55年前後から両地区で具体化す
る背景には，もうひとつ，日本の都市計画の大きな流れが関わっている5）。
この点をもふまえた両地区の全体的な構図については，また改めて論じてみ
たいと考えている。
1）大都市衰退地区再生に向けての課題という観点から，これら3点をインナーシティの
　特徴として指摘しているものに，奥田道大「戦後日本の都市社会学と地域社会」
　（『社会学評論』38－2，1987年）がある（とくに181－199頁）。インナーシティ問
　題は，欧米の大都市では昭和55年頃から問題にされ，上記3点のほかに，失業の増大，
　スラム化，少数民族の大量流入がその大きな特徴として論じられる一方，通勤に便利
　な地区であることからするホワイトカラー中問層住民の再流入（いわゆるジェントリ
　フィケーション）が注目された。
2）こうした議論を整理しているものに，成田孝三「インナーシティ論の今日」（『都市
　政策』63，1991年：3－14頁）がある。成田は，歴史の古い旧6大都市クラスの大都
　市にインナーシティ問題があるとする立場をとっているが，高橋勇悦も『大都市社会
　のリストラクチャリング』（前掲）の「まえがき」部分で，東京の分析を踏まえ，東
　京のインナーシティ問題を東京問題として研究することの必要性を結論している。
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3）竹中1992：94頁。
4）両地区の住民主体と行政主導の吟味，およびその規定要因についての考察は，今野裕
　昭「まちづくりにおける住民主体と行政主導」　（『宇都宮大学教育学部紀要』45号1
　部，1995年）を参照されたい。
5）日笠端「市街地の更新とまちづくり」（『都市問題』85－9，1994年）は，この視角
　からのコンパクトな鳥鰍を含んでいる。
（付記）
平成7年1月17日未明の兵庫県南部地震によって，本稿の考察対象地である神戸市長田
区真野地区も大きな被害と犠牲を被った。ここでは数十年にわたる「まちづくり」の活
動の蓄積が力を発揮し，住民の相互扶助によって被害を最小限にくい止めたと聞いてい
る。地域の住民の生活の一日も早い復興を願っている。　　　　（平成7年2月3日）
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